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エ
ス
ト
ニ
ア
の
法
人
税

―
キ
ャ
ッ
シ
ュ
フ
ロ
ー
法
人
税
の
実
態
―

山　

田　

直　

夫

一
、
は
じ
め
に

　

わ
が
国
の
法
人
税
に
つ
い
て
は
、
税
率
の
引
き
下
げ
と

課
税
ベ
ー
ス
の
拡
大
と
い
う
改
革
が
行
わ
れ
て
き
た
。
特

に
二
〇
一
五
年
度
と
二
〇
一
六
年
度
に
大
き
な
改
革
が
あ

り
、「
成
長
志
向
の
法
人
税
改
革
」
と
呼
ば
れ
て
い
る
。

こ
の
改
革
に
よ
り
法
人
税
の
税
率
は
二
〇
一
八
年
度
に
は

二
三
・
二
％
に
な
っ
て
い
る
。
ち
な
み
に
一
九
八
四
年
度

の
法
人
税
率
は
四
三
・
三
％
な
の
で
、
そ
こ
か
ら
み
る
と

ほ
ぼ
半
減
し
た
こ
と
に
な
る
。
課
税
ベ
ー
ス
の
拡
大
に
つ

い
て
は
、
租
税
特
別
措
置
の
見
直
し
や
外
形
標
準
課
税
の

拡
大
が
行
わ
れ
た
。
こ
う
し
た
改
革
の
結
果
、
法
人
所
得

課
税
の
実
効
税
率
（
法
人
所
得
に
対
す
る
租
税
負
担
の
一

部
が
損
金
算
入
さ
れ
る
こ
と
を
考
慮
し
て
国
税
と
地
方
税

の
税
率
を
合
計
し
た
も
の
）
は
、
改
革
前
は
三
四
・
六

二
％
で
あ
っ
た
が
二
〇
一
八
年
度
以
降
は
二
九
・
七
四
％

に
な
っ
た
。
欧
米
主
要
国
の
水
準
は
二
〇
パ
ー
セ
ン
ト
台

半
ば
か
ら
後
半
な
の
で
、
欧
米
主
要
国
と
ほ
ぼ
同
じ
か
や

や
高
い
水
準
で
あ
る
。
し
か
し
そ
れ
以
降
、
わ
が
国
で
は

大
き
な
法
人
税
改
革
は
行
わ
れ
て
お
ら
ず
、
成
長
を
促
進

す
る
改
革
が
求
め
ら
れ
て
い
る
。
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と
こ
ろ
で
、
ア
メ
リ
カ
で
は
ト
ラ
ン
プ
大
統
領
の
政
策

と
し
て
、
二
〇
一
七
年
減
税
及
び
雇
用
法
（T

ax Cuts 

and Jobs A
ct of 2017

）
が
成
立
し
た
。
こ
の
法
律
に

よ
っ
て
二
〇
一
七
年
九
月
二
八
日
以
降
二
〇
二
二
年
末
ま

で
に
取
得
か
つ
事
業
の
用
に
供
さ
れ
た
一
定
の
固
定
資
産

に
つ
い
て
、
一
〇
〇
％
の
即
時
償
却
が
可
能
と
な
っ
た
。

二
〇
二
三
年
以
降
に
つ
い
て
は
段
階
的
に
償
却
割
合
が
縮

小
さ
れ
、
二
〇
二
七
年
以
降
は
こ
の
措
置
に
よ
る
償
却
は

行
わ
れ
な
い
こ
と
に
な
っ
て
い
る
。
ト
ラ
ン
プ
大
統
領
が

再
選
し
た
こ
と
に
よ
り
、
こ
の
時
限
的
措
置
が
恒
久
化
さ

れ
る
か
注
目
が
集
ま
っ
て
い
る
。
ま
た
、
こ
の
ア
メ
リ
カ

の
改
革
の
効
果
を
学
術
的
に
明
確
に
す
る
に
は
、
デ
ー
タ

の
蓄
積
を
待
つ
必
要
が
あ
る
だ
ろ
う
。

　

今
回
の
ア
メ
リ
カ
の
措
置
の
よ
う
に
法
人
の
所
得
で
は

な
く
キ
ャ
ッ
シ
ュ
フ
ロ
ー
を
課
税
ベ
ー
ス
と
す
る
法
人
税

は
、
キ
ャ
ッ
シ
ュ
フ
ロ
ー
法
人
税
と
呼
ば
れ
、
理
論
的
に

は
投
資
促
進
の
効
果
が
あ
る
こ
と
が
知
ら
れ
て
い
る
。

キ
ャ
ッ
シ
ュ
フ
ロ
ー
法
人
税
に
は
い
く
つ
か
の
タ
イ
プ
が

あ
り
、
エ
ス
ト
ニ
ア
で
二
〇
〇
〇
年
に
今
回
の
ア
メ
リ
カ

と
は
異
な
る
タ
イ
プ
の
キ
ャ
ッ
シ
ュ
フ
ロ
ー
法
人
税
が
導

入
さ
れ
た
と
い
わ
れ
て
い
る
。
エ
ス
ト
ニ
ア
に
つ
い
て

は
、
こ
れ
ま
で
注
目
さ
れ
る
こ
と
が
少
な
く
、
わ
が
国
に

お
い
て
そ
の
実
態
が
知
ら
れ
て
い
る
と
は
い
え
な
い
。
た

だ
、
導
入
か
ら
二
〇
年
以
上
た
っ
て
い
る
こ
と
も
あ
り
、

学
術
研
究
は
あ
る
程
度
蓄
積
さ
れ
て
い
る
。

　

そ
こ
で
、
本
稿
で
は
エ
ス
ト
ニ
ア
に
注
目
し
、
二
〇
〇

〇
年
の
改
革
の
内
容
、
影
響
、
学
術
研
究
を
概
観
し
、
わ

が
国
の
法
人
税
改
革
へ
の
示
唆
に
つ
い
て
考
え
て
み
た

い
。
本
稿
の
構
成
は
以
下
の
と
お
り
で
あ
る
。
次
の
二
節

で
は
二
〇
〇
〇
年
の
エ
ス
ト
ニ
ア
の
法
人
税
改
革
の
背
景

と
内
容
を
紹
介
す
る
。
続
く
三
節
で
は
マ
ク
ロ
デ
ー
タ
を

用
い
て
法
人
税
改
革
の
影
響
を
み
て
い
く
。
そ
し
て
四
節

で
は
学
術
研
究
を
い
く
つ
か
取
り
上
げ
る
。
最
後
の
五
節

で
は
本
稿
の
内
容
を
ま
と
め
、
わ
が
国
の
法
人
税
改
革
へ
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の
示
唆
に
つ
い
て
考
察
す
る
。

二
、
二
〇
〇
〇
年
の
法
人
税
改
革

⑴
　
改
革
の
背
景

　

ま
ず
、改
革
前
の
税
制
をIBFD

（1999

）やFunke

（2002

）

な
ど
に
基
づ
い
て
み
て
い
く
。
一
九
九
三
年
に
導
入
さ
れ

た
エ
ス
ト
ニ
ア
の
当
初
の
税
法
で
は
、
企
業
と
個
人
の
所

得
に
二
六
％
の
均
一
税
率
が
適
用
さ
れ
て
い
た
。
た
だ

し
、
居
住
者
に
つ
い
て
は
一
二
、
〇
〇
〇
エ
ス
ト
ニ
ア
ク

ロ
ー
ン
の
非
課
税
所
得
が
設
定
さ
れ
て
い
る
の
で
実
質
的

に
は
累
進
課
税
で
あ
る
と
い
え
る⑴

。
明
示
的
な
累
進
所
得

税
を
導
入
す
る
議
論
も
行
わ
れ
た
が
、
実
現
し
な
か
っ

た
。
な
お
、
配
当
は
個
人
段
階
で
は
非
課
税
で
あ
っ
た
。

　

続
い
て
、改
革
の
背
景
をPikkanen and V

aino

（2018

）

に
基
づ
い
て
み
て
い
く
。
改
革
の
目
的
は
二
つ
あ
る
。
一

つ
目
は
、
好
ま
し
い
ビ
ジ
ネ
ス
環
境
を
通
じ
て
、
国
内
企

業
の
投
資
活
動
を
奨
励
・
促
進
す
る
と
と
も
に
、
外
国
か

ら
の
投
資
を
誘
致
す
る
こ
と
で
あ
る
。
資
本
流
入
の
増
加

に
よ
り
、
雇
用
創
出
、
経
済
成
長
の
促
進
が
期
待
さ
れ
て

い
た
。
二
つ
目
は
、
税
制
の
中
立
性
を
高
め
る
こ
と
に
よ

り
、
シ
ン
プ
ル
で
透
明
性
の
高
い
税
制
を
構
築
す
る
こ
と

で
あ
る
。
こ
れ
に
よ
り
、
法
人
税
関
連
の
報
告
作
業
を
大

幅
に
削
減
し
、
企
業
レ
ベ
ル
お
よ
び
国
レ
ベ
ル
で
の
コ
ン

プ
ラ
イ
ア
ン
ス
コ
ス
ト
お
よ
び
管
理
コ
ス
ト
を
削
減
す
る

こ
と
を
目
指
し
た
。

⑵
　
改
革
の
概
要

　

改
革
に
よ
っ
て
大
き
く
変
わ
っ
た
の
は
、
課
税
ベ
ー
ス

で
あ
る
。
そ
れ
ま
で
は
法
人
の
所
得
が
課
税
ベ
ー
ス
で

あ
っ
た
が
、
こ
れ
が
分
配
さ
れ
た
法
人
利
益
に
な
っ
た⑵

。

pw
c

の
資
料⑶

に
よ
る
と
、
よ
り
具
体
的
に
は
、
配
当
、

自
社
株
買
い
、
減
資
、
清
算
に
よ
る
収
益
、
み
な
し
配
当

と
し
て
分
配
さ
れ
た
利
益
が
課
税
の
対
象
と
な
る
。
こ
こ
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か
ら
、
エ
ス
ト
ニ
ア
の
法
人
税
はD

PT

（D
istributed 

Profit T
ax

）
と
呼
ば
れ
る
こ
と
も
あ
る
。
見
方
を
変
え

る
と
、
エ
ス
ト
ニ
ア
で
は
未
分
配
の
法
人
利
益
は
非
課
税

で
あ
る
、
あ
る
い
は
分
配
す
る
ま
で
課
税
が
延
期
さ
れ
る

と
い
う
こ
と
に
な
る
。
な
お
個
人
段
階
で
配
当
は
非
課
税

で
あ
る
。
分
配
可
能
利
益
は
、
エ
ス
ト
ニ
ア
の
会
計
基
準

や
国
際
会
計
基
準
に
し
た
が
っ
て
作
成
さ
れ
た
財
務
諸
表

に
基
づ
い
て
決
定
さ
れ
、
税
務
上
の
会
計
利
益
の
調
整
は

な
い
。

　

図
表
１
は
税
率
の
変
遷
を
示
し
た
も
の
で
あ
る
。
改
革

時
の
税
率
は
二
六
％
で
あ
っ
た
。
そ
の
後
は
低
下
し
て
二

〇
一
五
以
降
は
二
〇
％
に
な
っ
た
が
、
二
〇
二
五
年
は
二

二
％
と
な
っ
て
い
る
。
例
え
ば
、
二
〇
二
五
年
に
分
配
可

能
利
益
が
一
〇
〇
の
企
業
は
、
実
際
に
分
配
で
き
る
の
は

七
八
で
政
府
に
二
二
の
税
金
を
納
め
る
こ
と
に
な
る
。
な

お
、
エ
ス
ト
ニ
ア
で
は
税
率
は
、
ネ
ッ
ト
（
つ
ま
り
税
引

き
後
）
の
分
配
利
益
を
基
準
に
し
て
二
二
／
七
八
と
表
す

図表１　エストニアの法人税率の変遷
期間 税率（％）

2000－2004 26

2005 24

2006 23

2007 22

2008－2014 21

2015－2018 20

2019－2024 20（および14）

2025 22

（注）　改革前の税率は26％である。
〔出所〕�　Spengel et al.（2020）などより作成
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こ
と
が
あ
る
。
ま
た
、
二
〇
一
九
年
か
ら
二
〇
二
四
年
ま

で
は
一
四
％
と
二
〇
％
の
二
つ
の
税
率
が
あ
っ
た
。
一

四
％
の
税
率
は
定
期
的
な
利
益
分
配
を
行
っ
て
い
る
企
業

に
対
し
て
適
用
さ
れ
て
い
た⑷

。

　

エ
ス
ト
ニ
ア
の
法
人
税
の
よ
う
に
株
式
、
つ
ま
り
資
本

取
引
に
関
す
る
キ
ャ
ッ
シ
ュ
フ
ロ
ー
（
の
流
出
）
を
課
税

ベ
ー
ス
と
す
る
キ
ャ
ッ
シ
ュ
フ
ロ
ー
法
人
税
を
学
術
的
に

は
Ｓ
ベ
ー
ス
と
い
う
。
た
だ
し
、
Ｓ
ベ
ー
ス
の
厳
格
な
定

義
は
資
本
取
引
に
関
す
る
流
入
を
差
し
引
い
た
ネ
ッ
ト
の

流
出
（
純
流
出
）
で
あ
る
。
エ
ス
ト
ニ
ア
の
法
人
税
は
分

配
さ
れ
た
利
益
を
課
税
ベ
ー
ス
と
し
て
い
る
の
で
、
基
本

的
に
グ
ロ
ス
の
流
出
（
粗
流
出
）
で
あ
る
。
本
稿
の
冒
頭

で
、
エ
ス
ト
ニ
ア
で
キ
ャ
ッ
シ
ュ
フ
ロ
ー
法
人
税
が
導
入

さ
れ
た
と
い
わ
れ
て
い
る
と
述
べ
た
が
、
こ
の
点
か
ら
厳

密
に
は
Ｓ
ベ
ー
ス
の
キ
ャ
ッ
シ
ュ
フ
ロ
ー
法
人
税
を
導
入

し
た
と
は
い
え
な
い
だ
ろ
う
。

三�

、
マ
ク
ロ
デ
ー
タ
か
ら
み
た
改
革
の

影
響

　

図
表
２
は
エ
ス
ト
ニ
ア
の
法
人
税
収
の
状
況
を
示
し
て

い
る
。
こ
れ
に
よ
る
と
、
二
〇
〇
〇
年
と
二
〇
〇
一
年
に

税
収
が
低
く
な
っ
て
い
る
が
、
そ
の
後
は
増
加
傾
向
に
あ

る
こ
と
が
わ
か
る
。
ま
た
、
同
じ
時
期
の
法
人
税
収
対
Ｇ

Ｄ
Ｐ
比
を
み
る
と
顕
著
に
減
少
し
て
い
る
が
、
そ
の
後
は

約
一
・
五
％
で
ほ
ぼ
横
ば
い
の
状
態
が
続
い
た
。
図
表
３

は
エ
ス
ト
ニ
ア
の
実
質
Ｇ
Ｄ
Ｐ
と
消
費
者
物
価
指
数
の
変

化
を
示
し
た
も
の
で
あ
る
。
実
質
Ｇ
Ｄ
Ｐ
に
注
目
す
る
と

二
〇
〇
〇
年
か
ら
成
長
率
は
マ
イ
ナ
ス
か
ら
プ
ラ
ス
に
転

じ
て
い
る
。
二
〇
〇
〇
年
か
ら
二
〇
〇
八
年
に
か
け
て
の

成
長
率
は
年
率
で
約
七
％
で
あ
る
。
リ
ー
マ
ン
シ
ョ
ッ
ク

の
影
響
で
二
〇
〇
九
年
に
は
約
一
五
％
下
落
し
た
が
、
二

〇
一
〇
年
に
は
プ
ラ
ス
に
転
じ
て
い
る
。
な
お
、
エ
ス
ト
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ニ
ア
は
二
〇
〇
四
年
五
月
に
Ｅ
Ｕ
に
加
盟
し
、
二
〇
一
一

年
一
月
か
ら
ユ
ー
ロ
を
導
入
し
て
い
る
。

　

マ
ク
ロ
の
観
点
か
ら
エ
ス
ト
ニ
ア
の
法
人
税
を
高
く
評

価
し
て
い
る
文
献
と
し
てEuropean Com

m
ission

（2015

）
が
あ
る
。European Com

m
ission

（2015

）
で

は
、
二
〇
〇
〇
年
か
ら
二
〇
〇
四
年
に
か
け
て
の
投
資
の

伸
び
が
近
隣
の
ラ
ト
ビ
ア
、
リ
ト
ア
ニ
ア
と
比
較
し
て
三

九
パ
ー
セ
ン
ト
ポ
イ
ン
ト
高
く
な
っ
た
、
負
債
に
よ
る
資

金
調
達
の
割
合
が
一
〇
パ
ー
セ
ン
ト
ポ
イ
ン
ト
低
下
し

た
、
経
済
危
機
下
で
の
債
務
不
履
行
の
割
合
が
ラ
ト
ビ
ア

や
リ
ト
ア
ニ
ア
が
約
二
〇
％
な
の
に
対
し
て
、
エ
ス
ト
ニ

ア
で
は
六
％
で
あ
っ
た
と
し
て
い
る
。

　

一
方
、
あ
ま
り
肯
定
的
な
評
価
を
し
て
い
な
い
文
献
と

し
てStaehr

（2014

）が
あ
る
。Staehr

（2014

）は
、
改

革
に
よ
っ
て
ミ
ク
ロ
レ
ベ
ル
で
は
個
別
企
業
に
投
資
促
進

な
ど
の
よ
い
影
響
が
あ
っ
た
か
も
し
れ
な
い
が
、
マ
ク
ロ

レ
ベ
ル
で
は
エ
ス
ト
ニ
ア
の
経
済
の
パ
フ
ォ
ー
マ
ン
ス
が

図表２　エストニアの法人税収

〔出所〕　Pikkanen and Vaino（2018）Figure１より作成

法人税収の対GDP比（単位：％、左）

法人税収（単位：百万ユーロ、右）
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目
立
っ
て
改
善
し
て
い
る
わ
け
で
は
な
い
と
し
て
い
る
。

よ
り
具
体
的
に
は
、
ラ
ト
ビ
ア
や
リ
ト
ア
ニ
ア
と
比
較
し

て
法
人
税
収
の
対
Ｇ
Ｄ
Ｐ
比
が
低
い
（
図
表
４
）
に
も
関

わ
ら
ず
、
実
質
Ｇ
Ｄ
Ｐ
の
成
長
に
大
き
な
差
が
な
い
こ
と

を
指
摘
し
て
い
る
（
図
表
５
）。

　

European Com
m

ission

（2015

）の
主
張
は
、
改
革
に

よ
っ
て
内
部
留
保
に
よ
る
資
金
調
達
が
増
加
し
、
そ
れ
が

投
資
促
進
や
、
負
債
に
よ
る
資
金
調
達
の
必
要
性
を
低
下

さ
せ
る
効
果
に
結
び
付
い
た
こ
と
を
示
唆
し
て
い
る
と
い

え
る
。
一
方
、Staehr

（2014

）の
主
張
に
つ
い
て
は
、
Ｇ

Ｄ
Ｐ
の
構
成
要
素
は
投
資
だ
け
で
は
な
い
の
で
、
図
表
４

と
図
表
５
か
ら
改
革
の
効
果
が
な
か
っ
た
と
す
る
の
は
や

や
乱
暴
で
あ
る
と
い
え
よ
う
。

図表３　エストニアの経済成長

〔出所〕　Pikkanen and Vaino（2018）Figure２より作成

実質GDPの成長率 消費者物価指数の変化率 
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四�

、
エ
ス
ト
ニ
ア
の
法
人
税
改
革
に

関
す
る
学
術
研
究

　

エ
ス
ト
ニ
ア
の
法
人
税
改
革
に
関
す
る
理
論
研
究
と
し

てFunke

（2002

）が
あ
る
。Funke

（2002

）は
、
ト
ー
ビ

ン
の
ｑ
理
論
を
使
用
し
、
数
値
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
に
よ

り
、
改
革
が
長
期
的
に
は
資
本
ス
ト
ッ
ク
を
六
・
一
％
増

加
さ
せ
る
と
い
う
結
論
を
導
出
し
て
い
る
。

　

ま
た
、Funke and Strulik

（2003

）は
、
動
学
的
一

般
均
衡
モ
デ
ル
を
用
い
て
長
期
的
な
影
響
を
分
析
し
て
い

る
。
そ
し
て
、
改
革
に
よ
っ
て
一
人
当
た
り
の
所
得
と
投

資
は
増
加
し
た
が
、
厚
生
は
低
下
し
た
こ
と
を
指
摘
し
て

い
る
。

　
H

azak

（2007

）は
、
不
確
実
性
の
下
で
の
バ
イ
ナ
リ
ー

フ
レ
ー
ム
ワ
ー
ク
の
理
論
モ
デ
ル
に
基
づ
い
て
分
析
を

行
っ
て
い
る
。
投
資
家
の
消
費
レ
ベ
ル
を
細
か
く
考
慮
す

図表４　バルト三国の法人税収対GDP比

〔出所〕　Staehr（2014）Figure１より作成

エストニア
ラトビア
リトアニア
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る
な
ど
、
精
緻
な
モ
デ
ル
を
構
築
し
、
利
益
を
す
べ
て
企

業
内
に
留
保
す
る
こ
と
が
唯
一
の
最
適
な
配
当
政
策
で
は

な
い
こ
と
を
示
し
て
い
る
。
エ
ス
ト
ニ
ア
の
法
人
税
は
内

部
留
保
す
れ
ば
投
資
を
し
な
く
て
も
税
負
担
が
生
じ
な
い

の
で
、
投
資
促
進
効
果
を
疑
問
視
す
る
意
見
が
あ
る
が
、

こ
の
研
究
は
そ
れ
を
積
極
的
に
は
肯
定
し
な
い
結
果
に

な
っ
て
い
る
。

　

M
asso and M

eriküll（2011

）
は
、
内
生
的
企
業
財

務
に
拡
張
し
た
新
古
典
派
外
生
的
成
長
一
般
均
衡
モ
デ
ル

（neoclassical exogenous grow
th general equilibri 

um
 m

odel w
ith an extension for endogenous cor 

porate finance

）
を
用
い
て
二
〇
〇
〇
年
の
改
革
に
つ

い
て
分
析
を
行
っ
て
い
る
。
主
な
結
果
は
、
以
下
の
二
点

で
あ
る
。

　

①�

改
革
は
資
本
蓄
積
に
強
い
プ
ラ
ス
効
果
を
も
た
ら

し
、
生
産
と
消
費
に
適
度
な
プ
ラ
ス
効
果
を
も
た
ら

す
。（
た
だ
し
、
投
資
率
の
上
昇
に
よ
り
消
費
に
回

図表５　バルト三国の実質GDP（2000年を100とした場合）

（注）�　2013年は推計値
〔出所〕　Staehr（2014）Figure２より作成

エストニア
ラトビア
リトアニア
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さ
れ
る
資
源
が
減
少
し
、
一
時
的
な
厚
生
の
低
下
が

生
じ
る
可
能
性
も
あ
る
。）

　

②�
留
保
利
益
の
優
遇
措
置
に
よ
り
、
自
己
資
本
に
よ
る

資
金
調
達
が
増
加
し
、
負
債
に
よ
る
資
金
調
達
が
減

少
す
る
。

　

そ
し
て
、
企
業
の
信
用
制
約
に
直
面
し
な
が
ら
投
資
に

充
て
ら
れ
る
資
源
を
増
や
し
た
い
開
発
途
上
国
に
と
っ

て
、
こ
の
税
制
は
非
常
に
有
用
な
政
策
オ
プ
シ
ョ
ン
と
な

る
可
能
性
が
あ
る
と
指
摘
し
て
い
る
。

　

実
証
研
究
と
し
て
は
、M

asso et al.（2013

）が
あ
る
。

M
asso et al.（2013

）で
は
、
改
革
が
企
業
の
資
本
構
成
、

流
動
性
、
投
資
、
生
産
性
の
変
化
と
ど
の
よ
う
に
関
連
し

て
い
る
か
を
分
析
し
て
い
る
。
具
体
的
に
は
、
ラ
ト
ビ
ア

と
リ
ト
ア
ニ
ア
の
企
業
デ
ー
タ
も
用
い
て
、
差
分
の
差
分

法
（D

ID

：D
ifference in D

ifference

）
と
傾
向
ス
コ

ア
マ
ッ
チ
ン
グ
分
析
と
呼
ば
れ
る
手
法
で
分
析
し
て
い

る
。
そ
し
て
、
差
分
の
差
分
法
に
よ
る
分
析
で
は
、
①
総

資
産
に
占
め
る
負
債
の
割
合
が
減
少
し
た
こ
と
、
②
総
資

本
に
占
め
る
未
分
配
利
益
お
よ
び
準
備
金
の
割
合
が
増
加

し
た
こ
と
、
③
流
動
性
の
指
標
（
資
産
に
占
め
る
現
金
お

よ
び
現
金
同
等
物
の
割
合
）
が
増
加
し
た
こ
と
、
④
投
資

率
が
上
昇
し
た
こ
と
、
⑤
改
革
後
の
四
年
間
で
エ
ス
ト
ニ

ア
の
全
要
素
生
産
性
が
ラ
ト
ビ
ア
や
リ
ト
ア
ニ
ア
よ
り
も

成
長
し
た
こ
と
が
明
ら
か
に
な
っ
た
。
ま
た
、
こ
れ
ら
の

傾
向
が
大
企
業
よ
り
も
中
小
企
業
で
強
く
み
ら
れ
る
こ
と

を
明
ら
か
に
し
た
。
一
方
、
傾
向
ス
コ
ア
マ
ッ
チ
ン
グ
分

析
で
は
資
本
構
成
と
流
動
性
に
関
す
る
結
果
は
差
分
の
差

分
法
と
同
じ
で
あ
っ
た
が
、
投
資
と
生
産
性
に
つ
い
て
は

明
確
な
結
果
が
得
ら
れ
な
か
っ
た
と
し
て
い
る
。

五
、
お
わ
り
に

　

本
稿
で
は
、
エ
ス
ト
ニ
ア
の
二
〇
〇
〇
年
の
法
人
税
改

革
の
内
容
や
改
革
の
影
響
に
関
す
る
学
術
研
究
の
紹
介
を
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通
し
て
、
同
国
の
キ
ャ
ッ
シ
ュ
フ
ロ
ー
法
人
税
の
実
態
に

迫
っ
た
。
こ
こ
で
は
本
稿
の
議
論
を
ま
と
め
た
う
え
で
、

わ
が
国
の
法
人
税
改
革
へ
の
示
唆
に
つ
い
て
考
え
て
み
た

い
。

　

ま
ず
改
革
の
目
的
は
、
好
ま
し
い
ビ
ジ
ネ
ス
環
境
を
通

じ
て
、
国
内
企
業
の
投
資
活
動
を
奨
励
・
促
進
す
る
と
と

も
に
、
外
国
か
ら
の
投
資
を
誘
致
す
る
こ
と
、
そ
れ
か

ら
、
税
制
の
中
立
性
を
高
め
る
こ
と
に
よ
り
、
シ
ン
プ
ル

で
透
明
性
の
高
い
税
制
を
構
築
す
る
こ
と
の
二
点
で
あ

る
。
改
革
の
大
き
な
特
徴
は
課
税
ベ
ー
ス
が
所
得
で
は
な

く
分
配
さ
れ
た
法
人
利
益
に
な
っ
た
こ
と
で
あ
る
。
マ
ク

ロ
の
観
点
か
ら
こ
の
改
革
を
み
た
場
合
、
投
資
の
増
加
や

債
務
不
履
行
の
減
少
を
も
た
ら
し
た
と
い
う
点
か
ら
高
く

評
価
す
る
声
が
あ
る
一
方
で
、
実
質
Ｇ
Ｄ
Ｐ
の
成
長
が
他

の
バ
ル
ト
三
国
と
比
較
し
て
大
き
な
差
が
な
い
と
い
う
点

を
捉
え
て
否
定
的
な
評
価
を
す
る
声
も
あ
る
。
ま
た
、
い

く
つ
か
の
理
論
分
析
が
行
わ
れ
て
お
り
、
改
革
の
影
響
と

し
て
投
資
の
促
進
や
負
債
の
減
少
を
示
唆
す
る
結
果
を
得

て
い
る
も
の
が
多
い
。
た
だ
し
、
実
証
分
析
に
つ
い
て

は
、
負
債
の
減
少
は
確
認
さ
れ
て
い
る
が
投
資
の
促
進
に

つ
い
て
は
明
確
な
結
果
が
得
ら
れ
て
い
な
い
。

　

ま
た
、
エ
ス
ト
ニ
ア
の
法
人
税
で
は
、
実
際
に
投
資
を

し
な
く
て
も
分
配
し
な
け
れ
ば
課
税
さ
れ
な
い
が
、
学
術

研
究
で
は
投
資
促
進
効
果
が
あ
る
と
す
る
も
の
が
多
か
っ

た
。
こ
れ
は
、
エ
ス
ト
ニ
ア
の
経
済
状
況
（
特
に
負
債
市

場
を
含
む
資
本
市
場
の
状
況
）
が
大
き
く
影
響
し
て
い
る

面
も
あ
る
と
考
え
ら
れ
る
の
で
、
わ
が
国
で
エ
ス
ト
ニ
ア

タ
イ
プ
の
税
制
を
導
入
し
て
も
同
様
の
効
果
が
得
ら
れ
る

と
は
限
ら
な
い
。
企
業
の
内
部
留
保
の
大
き
さ
が
問
題
と

な
っ
て
い
る
わ
が
国
に
お
い
て
、
投
資
の
促
進
を
目
的
と

し
て
キ
ャ
ッ
シ
ュ
フ
ロ
ー
法
人
税
を
導
入
す
る
と
す
れ

ば
、
ア
メ
リ
カ
の
よ
う
に
投
資
の
費
用
を
即
時
償
却
す

る
、
直
接
的
な
方
式
の
方
が
有
効
で
あ
る
か
も
し
れ
な

い
。
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本
稿
で
は
、
こ
れ
ま
で
あ
ま
り
注
目
さ
れ
る
こ
と
の
な

か
っ
た
エ
ス
ト
ニ
ア
の
キ
ャ
ッ
シ
ュ
フ
ロ
ー
法
人
税
の
実

態
の
一
端
を
明
ら
か
に
す
る
こ
と
が
で
き
た
。
し
か
し
、

キ
ャ
ッ
シ
ュ
フ
ロ
ー
法
人
税
に
は
い
く
つ
か
の
種
類
が
あ

る
中
で
、
エ
ス
ト
ニ
ア
が
な
ぜ
Ｓ
ベ
ー
ス
を
選
択
し
た
の

か
、
ま
た
な
ぜ
厳
密
な
Ｓ
ベ
ー
ス
を
導
入
し
な
か
っ
た
の

か
、
と
い
う
点
に
つ
い
て
明
ら
か
に
す
る
こ
と
が
で
き
な

か
っ
た
。
こ
れ
ら
に
つ
い
て
は
今
後
の
課
題
と
し
た
い
。

（
注
）

⑴　

こ
こ
で
の
累
進
と
は
、
所
得
が
増
加
す
る
に
つ
れ
て
平
均
税
率

（
税
額
／
所
得
）
が
上
昇
す
る
こ
と
を
指
し
て
い
る
。

⑵　

た
だ
し
、
エ
ス
ト
ニ
ア
政
府
は
こ
の
税
制
を
法
人
所
得
課
税
と
位

置
づ
け
て
い
る
。

⑶　

https://taxsum
m

aries.pw
c.com

/estonia/corporate/taxes-
on-corporate-incom

e

⑷　

配
当
額
が
過
去
三
年
間
の
平
均
課
税
配
当
額
以
下
で
あ
る
場
合
、

一
四
％
の
税
率
が
適
用
さ
れ
る
。
そ
の
際
、
七
％
の
税
率
で
源
泉
税

が
課
さ
れ
る
（
た
だ
し
租
税
条
約
に
よ
り
五
％
あ
る
い
は
〇
％
の
税

率
が
適
用
さ
れ
る
こ
と
も
あ
る
）。
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